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保険契約申込書記入例と申込必要書類について（まもりすまい保険） 

 

（財）住宅保証機構では、平成２１年１２月１８日に申込書作成ツールの改訂版をホームページで公開

しましたのでご案内いたします。（http://www.how.or.jp/kasitanpo/download/tool.html） 

またこれに伴い、当協会では申込書等の記入例を作成しましたので、参考にしてください。なお、保

険申込時期・必要な書類も下記にまとめましたので、ご確認ください。 

 

記 

１．保険申込時期 

工事着工前となります。  

２階床伏図の取扱いが一部変更となりましたので、次頁「設計図書一覧」の※印を必ずご確認ください。 

 

２．申込時必要書類 

①保険契約申込書（特定住宅版） 正副２通 

②設計内容確認シート １通 （矩計図・基礎伏図等の設計図書に「確認事項」欄の内容が分かるよう、

寸法・勾配等を記入してください。図面に記入がないと受付ができません。） 

③確認済証及び確認申請書（1-5面）の写し（建築確認が不要の地域は建築工事届の写し） 

④設計図書（２枚目の一覧を参照） 

⑤請負契約書の写し（注文住宅の場合） 

⑥地盤調査に関する資料（地盤調査報告書又は現地調査チェックシート等） 

⑦分譲住宅の場合、保険証券発行申請時に売買契約書の写しを添付する。（申込時には不要） 

⑧住宅瑕疵担保責任保険 契約内容確認シート（３枚複写式）の住宅保証機構用１枚        

（申込時の必須書類ではない） 

 

※以下は、それぞれに該当する場合のみ添付すること 

①機構の設計施工基準第３条の承認を受けている場合 → 設計施工基準第３条に係る確認書 

②住宅性能評価併用申込を行う場合 → 建設評価引受書の写し 

③機構の住宅完成保証制度を利用する場合 → 住宅完成保証書の写し 

④機構のまもりすまい保険と連動する地盤保証を利用する場合 →地盤調査等・地盤保証依頼書の写し 

   ・地盤調査報告書の原本（基礎仕様判定書の添付必須） 

   ・地盤補強工事完了報告書の原本（地盤補強工事を実施した場合のみ） 

※地盤補強工事完了報告書の作成が遅れる場合、申込時には「施工管理報告書」を添付のこと 



設計図書一覧 

建築物 設計図書 

建築基準法第６条第

１項第四号に規定す

る住宅及び同第一号

から四号に規定する

住宅以外の住宅 

①付近見取図 

②配置図 

③平面図 

④立面図又はこれに代わる図面等 

⑤基礎の状況に関する次のいずれかの資料 

ⅰ）基礎伏図及び矩計図（矩計図は断面図でも差し支えない。） 

ⅱ）基礎の断面・配置・配筋状況がわかる資料（平面図及び立面図等へ記載

したものでも差し支えない。） 

⑥２階の状況に関する次のいずれかの資料 ※ 

ⅰ）２階床伏図 

ⅱ）２階の床の火打ち梁の位置がわかる資料（平面図へ記載したものでも差

し支えない。） 

⑦防水措置の状況に関する次のいずれかの資料 

ⅰ）矩計図又は断面図 

ⅱ）外壁、屋根、バルコニーの防水措置の状況がわかる資料（平面図及び立

面図等へ記載したものでも差し支えない。） 

上記以外の一戸建住

宅 

①付近見取り図 

②配置図 

③平面図 

④立面図 

⑤基礎伏図 

⑥２階床伏図（３階建ての場合は３階床伏図を含む。） 

⑦矩計図又は断面図 

 

※ 火打梁を用いない剛床工法等の場合、平面図に「構造用合板を用いて火打梁を

省略している工法」と文言を記入すれば、２階床伏図は必要ありません。 

 

※ 火打梁を用いる工法で保険申込時に伏図の提出が間に合わない場合は、当協会へ別途

御相談ください。 

 

 

（本件に関する問合せ先） 

(社)日本住宅建設産業協会  担当：菊原・水野・田頭・河瀬  電話：03-3511-0611 



 

   

⑫建設業者・宅建業者 

注文住宅の場合は「建設業者」に○、建売住宅の場合は

「宅建業者」に○を付けてください。 

①中小企業者コース 

(1) 「中小企業者コース」の保険料等の適用を受けるに

は、「該当」に○印を付けてください。 

(2) 利用する場合には、統括事務機関への商業登記簿、

雇用保険関係書類等の提出が必要です。 

⑬押印 

申請書に代表者等の職印を捺印してください。２枚目にも

忘れずにお願いいたします。 

⑭保険限度額 

建築工事金額にかかわらず、基本契約2,000万円及び

3,000 万円、4,000 万円、5,000 万円の特別契約が申し込

み可能です。 

②現場所在地 

郵便番号・振り仮名をご記入ください。原則、確認済証ど

おりにご記入ください。 

④床面積 

別棟建物面積は除きます。１階車庫面積やみなし床面積

は含めてご記入ください。 

⑤建築確認 

建築確認申請を提出した機関名称をご記入ください。 

⑥保険検査申込取次事務機関 

第２回現場検査（屋根工事完了後）を希望する事務機関

名をご記入ください。 

⑮確認済証の交付日及び番号を忘れずにご記入ください。 

⑯設計施工基準第３条に係る確認 

(財)住宅保証機構の設計施工基準に該当しない事項

がある場合、「有」に○を付け、「基準第３条に係る確認

書」を提出してください。 

⑰ルーフバルコニー（※届出書の送付は不要です。） 

バルコニー下が屋外の場合は「無」に○、バルコニー下

が屋内空間の場合は、該当する項目に○を付けます。 

 
⑱添付書類の欄にチェックを入れてください。 

⑨確認申請書（第ニ面）のとおりご記入ください｡ 
 

記入例 

⑧地盤補強 

地盤補強を行わない場合は「無」に○、地盤補強を行う場

合は、該当する方法に○を付けてください。 

⑩工事完了予定日 

躯体工事完了とは屋根工事完了を指します。 

着工前にご申請ください！！ 

⑪転売特約を付帯する場合 

備考欄に「転売特約」と大きく朱書きしてください。 

⑦他保険契約 

他保険法人の住宅瑕疵担保責任保険・地盤保証など、

(財)住宅保証機構のまもりすまい保険と保険金を支払う

際に全部又は一部について支払責任が同一である商品

の保険契約の有無についてご記入ください。 

※その他注意が必要な項目 

（１）建設住宅性能評価を利用する場合 

  建設評価引受書の写しが必要です。 併用申込を選

択する（保険検査申込取次事務機関と同一機関にて評

価を受ける）場合、現場検査手数料が割引されます。 

（２）団地申込 

  保険申込時に５戸以上一括して申込み、第2回現場検

査も同日に５戸以上実施の場合、現場検査手数料が

割引されます。戸数をご記入ください。 

（３）住宅完成保証制度を利用する場合 

  住宅完成保証書の写しを提出してください。 

（４）まもりすまい保険と連動する地盤保証制度を利用す

る場合は以下の書類が必要です。 

  ・地盤調査等・地盤保証依頼書の写し 

  ・地盤調査報告書原本 

  ・地盤補強工事完了報告書原本（補強をした場合） 

③住宅取得者（予定） 

注文住宅の場合は、原則請負契約書の注文者を転記し

てください。振り仮名もご記入ください。 



 

記入は不要です。 申込日を記入してください。 

シート作成者に○を付けてください。 

原則、保険申請時に地盤調査報告書を添付し

てください。 

（ただし、地盤調査を既に行っているが、地

盤調査報告書の作成に時間を要する等の

理由で、申込時に報告書の提出は間に合

わないが、調査会社からは、調査結果（考

察）を口答で確認しており、その考察に基づ

き基礎の設計をしている場合を除く。） 

 

申込時に地盤調査報告書の添付がない場合

は、必ず「第１回現場検査時」に提出してくださ

い。この場合、地盤調査箇所数、地盤補強の有

無について、必ずチェックを入れてください。 

矩計図・基礎伏図等の設計図書に「確認事項」欄

の内容が分かるよう、寸法・勾配等を記入してくだ

さい。記入がないと受付ができませんので、忘れ

ずにご記入ください。 

「確認資料等」欄の矩計図・基礎伏図等の設計図

書に必ずチェックを入れてください。 

「べた基礎」又は「布基礎」をチェックしてください。

特定住宅は、すべての物件において基礎の立上

り部分高さが40cm以上必要です。 

図面に「サッシの下端」及び「それ以外の部分」の

寸法を具体的数値で記入してください。 

事業者届出番号

をご記入ください。 

 

該当する項目にチェックを入れてください。 

「SWS 試験報告書」「標準貫入試験報告書」「物理

探査報告書」以外の場合、「その他」にチェックを入

れて、具体例を記入してください。 

設計内容確認シート記入例 

 

「べた基礎」の場合、配筋の根拠に必ずチェックを

入れてください。工学的判断に基づく場合、判断方

法や根拠資料等を添付してください。（「日住協べ

た基礎スラブ配筋スパン表」を用いる場合、工学

的判断にチェックし、スパン表の写しを添付してく

ださい。） 

「メーカーの仕様書による施工である」場合、メーカー名

をご記入ください。 

陸屋根の防水材・屋根勾配を図面にご記入くださ

い。平面図等の該当箇所に記入するか、バルコニ

ーの仕様と同じ（防水立上り含む）の場合には、凡

例や矩計図等のバルコニーの仕様をまとめた項

目に、「陸屋根はバルコニーの仕様と同じ」と記入

してください。 

 

湿式仕上げには透湿防水シートは使用できませ

ん。（通気工法、または設計施工基準第３条に係

る確認を受けた工法を除く） 

地盤調査会社の考察と実際の補強内容が異なる

場合には、別途考察の作成等が必要です。 


